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「パートナーシップ構築宣言」 

登録数 4600社を超えました。 
2022 年 1 月 13 日現在で、パートナーシッ

プ構築宣言を登録した企業が4672社となりま

した。ＪＡＭの関係する企業は、39 社にとど

まっています。 

業種別では、多い順に建設業 450社、医療・

福祉業 402 社、金属製品製造業 394 社、情報

通信業 334 社となっています。ＪＡＭの関係

する企業が登録している業種では、その他の

製造業 159 社、印刷・同関連業 123 社、生産

用機械器具製造業 119社、鉄鋼業 82社、輸送

用機械器具製造業 63社、電気機械器具製造業

59社、業務用機械器具製造業 33社、はん用機

械器具製造業 30社、電子部品・デバイス・電

子回路製造業 27 社、非鉄金属製造業 27 社、

となっています。 

 ＪＡＭの関連企業の登録が低調となってい

ます。労働組合からの会社への要請を確実に

実施して登録企業を増やしていくことが必要

です。 

下請代金法「買いたたき」の解釈を明示 

「パートナーシップによる価格創造のための

転嫁円滑化施策パッケージ」では、下請代金法

の「買いたたき」について、「労務費、原材料

費、エネルギーコスト等のコスト上昇分の取

引価格への反映の必要性を交渉の場で明示的

に協議することなく、従来どおりの取引価格

に据え置くことや価格の引き上げを求めたに

もかかわらず、価格転嫁をしない理由を文書

や電子メールなどで下請事業者に回答するこ

となく従来どおりの取引価格に据え置くこと」

を公正取引委員会が示しました。 

  

ＪＡＭは、「価値を認めあう社会へ」の運動

を継続して推進しています。労使で「宣言」に

ついて取り上げましょう。 

 

 

Ｊ Ａ Ｍ 

政策ＮＥＷＳ 

登録企業一覧 

5-7 印刷・同関連業 電算印刷株式会社（長野）

5-14 鉄鋼業 新報国製鉄株式会社（埼玉） 株式会社大和重工（広島） 日鉄SGワイヤ株式会社（東京）

日鉄鋼線株式会社（岐阜） 日鉄神鋼シャーリング株式会社（大阪）

5-15 非鉄金属製造業 株式会社アーレスティ（愛知） コマニー株式会社（石川） 株式会社UACJ（東京）

金子コード株式会社（東京） 三洲電線株式会社（愛知）

5-16 金属製品製造業 株式会社オーネックス（東京） 大陽ステンレススプリング株式会社（東京） 下村工業株式会社（新潟）

東海鋼材工業株式会社（愛知）

5-17 はん用機械器具製造業 株式会社シンコー（広島） ダイキン工業株式会社（大阪） 株式会社中村バルブ製作所（新潟）

5-18 生産用機械器具製造業 株式会社キトー（山梨） 株式会社小松製作所（東京）

5-19 業務用機械器具製造業 ホシザキ株式会社（愛知） 株式会社モリタ東京製作所（埼玉）

5-20 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ＴＤＫ株式会社（東京） 浜松ホトニクス株式会社（静岡）

5-21 電気機械器具製造業 カシオ計算機株式会社（東京） 株式会社熊平製作所（広島） シスメックス株式会社（兵庫）

株式会社砂田製作所（大阪） ナブテスコ株式会社（東京） 富士工業株式会社（神奈川）

5-23 輸送用機械器具製造業 イーグル工業株式会社（東京） 株式会社ティラド（東京）

5-24 その他の製造業 株式会社サタケ（広島） 静岡製機株式会社（静岡） 株式会社タムロン（埼玉）

日本精工株式会社（東京） 村田機械株式会社（京都） リズム株式会社（埼玉）

株式会社クボタ（大阪）


